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宿泊税導入で生じる日田市の課題
令和7年6月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「宿泊税導入で生じる日田市の課題」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テー
マの発言です。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

次に、大分県の宿泊税導入による日田市の課題についてお伺いします。２０２４年より大分県において宿泊税の導入が検討

されております。この制度は、県全体として観光施設の財源確保を目的とし、広域的な観光振興への活用が見込まれており

ます。しかしながら、日田市においては、宿泊税の導入が地域経済や観光事業者さらには市の行政運営に及ぼす影響につい

て、まだ十分な議論がなされているとは個人的には思っておりません。特に、以下のような点について市独自の課題が浮か

び上がっていると、個人では認識しております。市内宿泊施設の規模や収益構造の違いによる負担感の差。宿泊税収入が市

へどのように還元され、どのように活用されるのか。宿泊税導入による宿泊客数や観光消費への影響。周辺自治体との観光

競争における不利の可能性。以下を踏まえ、２点、質問いたします。大分県宿泊税導入による市内宿泊事業者への影響につ

いてメリット、デメリットをどう想定されているのかお伺いします。２点目。宿泊税導入後、環境客数や宿泊数の動向をど

う分析しているのかお伺いします。以上、壇上での質問を終え、質問席にて再質問させていただきます。

○文化スポーツ観光部長（瀬口英隆） ［登壇］

私からは、大分県による宿泊税の導入で生じる日田市の課題についてお答えいたします。初めに、市内への宿泊事業者への

影響についてでございますが、導入によるメリットとしましては、施設のバリアフリー化やホームページの多言語化対応、

人手不足への対策など、事業者の取組に対する支援が行われることが想定されます。また、税の徴収に伴って発生する新た

な事務負担や金銭的な負担に対して交付金や奨励金の支給が想定されています。一方で、デメリットとしましては、税の徴

収業務を担うことになる宿泊事業者には、一定の事務負担が生じるほか、税額によっては、宿泊料金の引上げによって旅行

者が軽減するのではないかという懸念がございます。また、宿泊税が価格競争の面で、不利に働くリスクなども想定される

ところでございます。

○文化スポーツ観光部長（瀬口英隆） ［登壇］

次に、宿泊税導入が宿泊客数に与える影響についてでございますが、現在、宿泊税の導入を検討しております熊本市の宿泊

税検討委員会が既に宿泊税を導入している全国９つの自治体を対象に行ったアンケートによりますと、４つの自治体が影響

はなかったと回答しており、残る５つの自治体は分からないとの回答でした。このうち、分からないと回答した理由として

は、導入時期が新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けたため、宿泊税の影響を明確に分析することが困難であった、宿

泊数の変動には、複数の要因が関与するため、宿泊税導入による影響を計量的に測定することは難しいとの回答が挙げられ

ています。このため、現時点で影響について予想できる十分な資料は持ち合わせていないところでございます。なお、宿泊

税の導入につきましては、今月末に、大分県主催による宿泊税等の観光振興財源に関する宿泊事業者との意見交換会が予定

されておりますことから、この意見交換会で出される意見や提案を参考にしながら引き続き、県や他の自治体等の動向を注

視して参ります。私からは、以上でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

まず、宿泊税の導入について質問させていただきます。

各自治体に宿泊税が配分された場合、地域間の競争に負けないためにどのような施策が必要と市は考えているのかお聞かせ
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ください。

○文化スポーツ観光部長（瀬口英隆） ［答弁］

初めに、宿泊税の使途についてでございますが、既に宿泊税を導入している自治体では、その税収を多岐にわたる施策に活

用している状況でございます。具体的には、宿泊施設のバリアフリー化の支援や観光案内板の設置などの環境整備をはじめ、

多言語対応などのインバウンド対策、地域資源の磨き上げや、新たな観光コンテンツの創出、さらにはデジタルサイネージ

等を活用した情報発信の強化などが挙げられます。

○文化スポーツ観光部長（瀬口英隆） ［答弁］

次に、自治体間の競争に負けないための施策についてでございますが、宿泊税の導入により、観光振興を目的とした財源が

各自治体に新たに配分されることで、それぞれの自治体がより積極的な観光施策を展開することが可能となります。結果と

して、観光客の誘致をめぐる競争が一層盛んになることが予想されます。このような状況を踏まえ、本市におきましても今

のうちからどのような戦略を講じておくべきかを検討し、準備を進めておく必要があるとの御指摘であるということで認識

をしております。しかしながら、本市の観光振興を進めるに当たっては、まずは競争という観点の前に、近隣自治体をはじ

め大分県、さらには九州全体で観光を盛り上げ、広域的な誘客促進に取り組むことが重要であるというふうに考えておりま

す。その上で、本市を選ばれる観光地として何度でも訪れていただけるよう、他の観光地との差別化を図る新たな魅力の創

出や既存コンテンツのさらなる磨き上げ、来訪者の満足度を高めるための受入れ環境の充実に取り組んでまいりたいという

ふうに考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［意見・今後の確認事項］

おっしゃるとおり、準備をすることが大事というのは共通の認識なんですけど、私が懸念している点を４点、示させていた

だきます。１点目は、県が検討を進める宿泊税については、本市からも代表者が協議会に参加していると伺っております。

しかし、制度の是非を含め、市内の宿泊事業者や経済界の関係者の声を市として丁寧に把握しておく必要があると思います。

現場の理解なくして制度の円滑な導入は難しいと考えております。２点目。宿泊税は法定外目的税であるため、使途を明確

に定めなければなりません。３月議会では、県下の状況を注意するとの答弁がありましたが、仮に導入が決定した場合、日

田市としての活用方法を早急に検討しておくべきだと考えております。３点目。税収が市町村に配分される場合には、本市

が不利とならないように県に対してしっかりと要望を行うことができる仕組みが必要であると考えております。４点目。県

が導入を検討する中で、先般の梅原議員の答弁の中で、導入に関しては、検討課題がたくさんあるというふうにおっしゃっ

ておりました。本市としましても、調査、検討を具体的に進め、市の立場や方針を早期に明示していくことが必要だと考え

ております。この４点につきましては、９月の議会で質問いたしますので御準備のほうよろしくお願いいたします。


